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地域移動論序説

関 孝 敏

はじめに

およそ近代科学は専門分化と細分化とを指向し発展してきた。しかし現代

科学では，一方において，そうした専門分化と細分化とがいっそう進むと共

に，他方において，諾科学が有機的に相互に連関しあう学際的指向と統合化

とが求められている。

このような専門分化・細分化と学際化・統合化とが顕著である 1つのテー

マは，地域移動現象をめぐる研究ではなかろうか。].s.パーリナーは，圏内

の地域移動に関して，従来，政治科学を除いて経済学，社会心理学，人類学，

社会学，人口学，地理学，歴史学の 7つの諸科学による取り組みがみられる

といっている1)。また開発途上国の研究成果を踏まえた G.F.ド・ジョング

とs.F.ハーピソンらは， 上の諸科学に加えて地域移動をめぐる地域計画，

社会計画の政策論的研究の重要性を指摘している2)。 これらの指摘は，いず

れも圏内移動に関する諸研究のレヴューを中心として編集された論文集にみ

られるが，他の所収論文においても，地域移動現象は，多くの諸科学が取り

組みうる，また尽きぬ関心を寄せうることを示している3)。

実際，後述するように，地域移動現象に関する研究分野とそうした分野に

おけるアプローチは多様であり，しかも相互に関連しあっている。知見も豊

富である。それだけに，変動下にある現代社会と現代人とを地域移動という

視点において社会学的に把えようとする時，戸惑うことが少なくない。社会

学的論点は一体何か。他の学問分野のアイデアと成果をいかにして取り入れ

るか，といった課題がある。小稿のねらいは，このような課題に接近するた

めの一助として，またわが国の高度経済成長期における地域移動者に関する

経験的データの収集と，それを有効に分析するための手立てとするために，

- 25-



北大文学昔話紀要

若干の整理念試みることにある。

したように，とはいやても，地域移動に関する研究は，

をど含めると大変英大であるから， I議定 り上げ方をせざるをえない。こ

こではまず第1に，先行研究のうちで，もっとも多く るアメ p

カの地域移動研究者の研究を手がかりにすること。第20こ，地域移動の移動

類型として，アメリカの国内移動，とくに農村都市勝移動，郁子n時移動，メ

トロポリタンから弊メトロボリタンへといった比較的移動距離の長い行政医

域開の移譲与を念繍に置くこと。したがって，開…持政区域内の移動，たとえ

ば都市内移動は議小銭撲の言及にとどめる竺

31<こ，地域移動に関する研究領域として「地域移動にかかわる遥の

詩鶏に主眼全量くこと。この課題は移重左前と移動後とに分吟て考えることが

マ~る。移動前は「地域移動の意車決定j の間蕗として，移動後は「地域移

動tこ伴う適応」の問題としてそれぞれ設定しうる。従来，移動請と移動後と

を地域移動にかかわる一連の選率過程として提えることは比較的少なかっ

た。移動後の移動に伴う適応が文字議札「地域移動と適応jの開題として措

されてきたからである。しかし「地域移動の意率決定」は，移動前におけ

る生活環境に対する適応のための一つの議訳肢と均えられるから，ここでは

移動前なも含めた位置付けをしている5)。

第4に，小織における以下の臆需では，社会学的研究以外の他の分野の研

究は最小限の言及にとどめること。第Sに，茨慈の 7序説」の意味は，地域

移動現象に関する研究領域のうちでも社会学的考察にとって基本的と考えら

れる領域であり，しかもそうした領域における基礎的イッシューへの言及と

いうことである。こうした断りと隈定を踏まえて，以下では，

ある f地域移動と適応j の欝題の前提言げなす「地域移動の意味J

おいてまず取り上げる。ついで第三節 f地域移動の類諜jにおいて，地域移

動の意味を横足すると共に，次節の「地域移動の流れと選択性jへの機渡し

をする。マクロ的，構造的な内務をもっ「地域移動の流れと選択性Jに関す

る研究領域は，センサスセ中心とした集合的デ…タ分析に依存すること

いから，偲人や集密(家族・散帯)の綿々の移動行動にもとづくミク口約な
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主主域移動総序説

「地域移動の議長::J研究との践的違いの確認が必要である。これらを踏まえ

て第四欝，第五節において f地域移動の議日立決定J，r地域移動に伴う遺Tc;;J

言どそれぞれ取り上げる。最後に r地域移動の適Tc;;J研究の深化のために若

干の将来的展望に

地域移動の意味

ヌド議における「地域移動j とは， r序」で態rrったごとく，国内の埼域移動

り，悶家題における地域移動とは区豊せされる。 J.A.ジャクソンのいう

「ある匿のi令部における，あるいは…窓の地域内での移動……通常，それ詰

行政的境界を交差する移動J~ど意味する 6)。径はこの規援の付帝条件として，

一つの社会，移動の単佼，移欝V~伴う時間的経緯合加えて「移動とは，稽人

ないL集団が一時的にしろ恒久的にしろ，あとにした社会と新しい社会との

間における空間的移動であるj と定義する7にこのまさ畿はほぼ多くの人が合

意しうる内容ではないかと恩われる e したがって，本摘における地域移動も

v 
'- したい。

それでは，上に提議した地域移動誌，そもそも…体いかなる意味合もつの

であろうか。かつて D.}.ボーグは，国内移動のもつ意味として次の諸点を

あげている自己①基礎的な社会変動の主要な兆候， φ通常人口の適tc;;と均衡

の必饗な要繁， 告既存のシステムを保持するための過程， ④特別の資震を

もっ人々を最大限活用ナるための装置であり，とこうした人々の震献が効柴的

に活用されうるようなコミュニディへと彼らを動かす，舎しばしば地域的な

いし全国的な社会問題，部文化的伝播と技会統合の一つの

これらの露点社会々がし、ずれも重要であることはいうまでもない。しかし

ここで、大胆に，こうした諸点に通底ずる池域移動の基本的意味を求めるとす

れば，それは社会変動にかかわる「地域移動のもつ構造的意味Jと欲求充足

にかかわる「地域移動のもつ機能的意味Jの2つに要約することができるの

ではなかろうか。

読者についてし 三宮典的な E.G‘ラーベンシ品タインのいわゆる「移
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動の法良IlJの第6命題において明示された， r輸送手段の増大，手工業と

の発展が地域移動な増大させるj ということにすでにううかがわれる旬。こ

の点は，改めて取り上げるが，ラーベンシ品タインの f移動の法笑むをど念頭

き，移動の量、移動の流れ，移動者の諸特徴について都合19の仮説群

を提示したE.S.リーが，移動の量に関する仮説群の中で「殺しい距止条件

がなければ，移動の量と比率は，時と共に増大するJ(傍点筆者)とし，近代

化に伴う地域移動の増大を示唆した見解においていっそう明確である向。

さらにいっそう説得的であるのはき W.ゼ予ンスキーの所説である。設は

f倍人の移動の増大は，近代化の過程にお汁るヌド策的要素であるJという基

本的認識のもとに，社会構造の変動に基づく 5つの歴史的な社会発展段階を

いそれぞれの発展段階における地域移動の特徴を興味深く示してい

る向。すなわち段潜Iは，中世のヨ一口ッパや日本の「前近代的な伝統的社会J

であって，その段階では居住上の移動は少ない。これに対して， 17佐紀以降

について、段階1Ir初期の過渡的社会J，段階双 f後期の過渡的役会J，段時

Wf先進社会J，段階 V f将来の超党進社会j の各段落が設定され，段階互に

みられなかった移動の量と移動の形態が，段潜1I以降において生みだされる

としている。とくに段輔 Eではラ悶舎から都市への移動が，段階双では段

搭 TIの傾向が枇界的競模におし、てみられるとする。段構びでは，地域移動

が高い水準においてみられると共に，都市開及び都市内での移動が増大

る。段賠 Vにまさると，移動の水準が低下し，しかも移動は都市開及び都市内

に集中する。このように地域移動は陵史的な社会変動の意味をヰぎすることが

確認される。地域移動の視点よりみた技会変動議の立場がゼ Dンスキーに読

みとれるといってよい12)。

ところで他方，欲求充足にかかわる「地域移動のもつ機能的意味」と

地域移動を接能主義的に捉えようとすることに他ならない。このような立場

社会学のみならず経済学，社会心怒学，人類学といった諸科学において

広くみられるところである。たとえば，地域移動の識経的意味を示す社会学

的晃解は「移動は体系維持の過穫であり……全体としてのシステムの安定性

を維持するための工つの手段であるJとする H.K.シ品ワ…トウェラ…らの
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主主減移動総序鋭

規ま誌において鮮慣であるめ。 送出地域と受け入れ地域，出身地と移動うもの問

地域システムそれぞれが存ずる諜擦は，地域移動によって緩和される。

しいj選出地域と動力需要を求める受け入れ地域とが，潟地域賠の

移動によって謀類解決が問時に麗られる場合はその好例で語~~14)。地域移動

が緩衝装置の役割合果たすといわれるゆえんである

経済学の見解では地域移動拭， 不均衡是

誌の手段であり，ホメオスタシスティッグな 1つの過程であり，安定装置の

役舗を果たす」といっそう現J決である P.A.モジソンも f地域移動は， 1

つの経済的適応メカニズムとして作用するj といっている17)。

これらに対して f移動持動 migrationbehaviorは，主主活の繋を改善したり

雑持したりするために，諸信人及び諸家族の根底的で一般的な願望にもとづ

く」とするのは，心理学的な地域移動の機能主義的な捉え1iである18h

地域移動~L欝ずる人類学的研究誌，::1:.として農村から都市への移動，いわ

ゆる都市移動なめぐって展認する。主主くは C.説.アレンスバーグらの見解に

すでにみられるが，都市移動に捺して家接結合・親族結合の果たす役割が震

要なテーマとされた19)0 r(出身地における)親族と(都市への)移動者との五

酬的隣罷は，当該移動ミ警の経済的多心1史的クッシ謹ンとして役立ウJとする

主張は少なくない20)。

このような地域移動のもつ機能的意味は，分析的には全体社会，地域社会，

家族ないし設発そして個人の各レベルにおいてそれぞれ偲別的に位震付け

ることができる。そうした幸子レぺんにおいて，欲求充足にかかわる地域移動

の機能的意味は，敦り考会く環境，位置する状説に対する不満，ストレス，

藤が認

ンの連成手段として地域移動宅含どげ{位立護畿愛づけることにある。

以上にみる地域移動の携造的側蕗及び機能的側面にお汁る再三きの;意味捻，

つまるところ地域移動の適応に関する鍔題にもっとも顕著に現われていると

いえるであろう。前者の構造的側面は「地域移動の意志決定」に，後者は

「地域移動に伴う趨応j の問題にそれぞれ対応させることができる。という

もの前者の「地域移動の は.L.主体社会の構造的分化に伴ない，
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勤務の居住する地域社会が他の地域社会に比べて，

しにくいことに対してなされるからである。地域移動が広義の生議環境iこ

対する適応のための…つの選択肢と られることになるからであ

る。したがって地域移動の意志決定は，移動の原田に注閉した議患の陪露マ

あるといえる。これに対して「域竣移動に伴う靖応j は，すでに「序j で指

摘したどとし従来，地域移欝の適応の関題として専ら取り上げられてきた

ものであり，移動前に対する移動後の時間的経緯による移動の成果ないし効

果警あるいは移動の評価合間うものである。つまり移動の結果が註関され

る。こうして湾側面における地域移動のもつ窓味は，移動の一連の適思議程

として把握することができ?る。地域移動の適応道程は，移勤前における移動

の意志決定と移動後の鴻誌の持者すと含めることによって，より十分な把f騒が

可能になるからである C 本務が，地域移動に関する適忠の問題をや心として

考察する主寮な理由がここにある。

ニ地域移動の類型

かつて W.ピーターセンは，言移動の一般的類型ぷ1958生存)と翻する

おいて， CD rプリミティヴな移動ム金 f強制的ないし駆り立てられた移動J，

@ r自由移動J， r大衆(的)移動j という移動類裂を提示した21)c この類

型は，地域移動現象に関する次元として設定された自然と人問委国家と人鰐，

人轄と規範，そして集会行動という四つの次元とラそれぞれにおける移動の

としてあげられた生態学的な抑し出し，政策，アスピレーション，

的情性といった諾誘闘との相互関連から生みだされた。

この移動類型は，社会発展に対銘ずる時湾軸のもとに配河することができ

る。すなわち前近代では CDrブジミディヴな移動j と@r強制的ないし駆

り立てられた移動jが委近代ではなDr自治移動j と④「大衆(的)移動Jと

iJt， タイプとして{立震づけられうるからである。諮節で掲示

したゼリンスやーの社会発展段階に関連づけると，と φは段階工「前近代

的な法統的社会」に，舎と@は段階 IIr初期のj譲渡的社会ム段階蕊「後期
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の過渡的社会j，段階Wi先進社会」とにそれぞれ対応させることができる。

このような社会発展の時間軸に即して位置づけられる移動類型は，地域移

動がもっ空間軸を中心とした類型化に表現し直すことも可能で、ある。すなわ

ちそれは，①農村(社会)間移動，@農村(社会)都市(社会)間移動，③都

市(社会)間移動，④都市(社会)内移動，⑤都市(社会)農村(社会)間移

動の 5つのタイプとの関連においてである。

①農村間移動は段階工「前近代的な伝統的社会」に対応し， iプリミティヴ

な移動j i強制的ないし駆り立てられた移動」が主として位置づけられる。

②農村都市間移動は，社会発展の段階 JI i初期の過渡的社会」及び段階 E

「後期の過渡的社会」に，そして「自由移動」と「大衆(的)移動」にそれぞ

れ対応する。③都市間移動，④都市内移動は段階Wi先進社会」に相当す

るものであり自由移動」と「大衆(的)移動」が段階 JI，段階 E よりさ

らに発展した状態にある。このタイプは欧米，日本といった先進国において

顕著である。

①~④の各タイプに比べると，⑤者[5市農村間移動は，ゼリンスキーの段階

Vの「超先進社会」に対応するものであり，ピーターセンの類型の「大衆

(的)移動」がもっとも進展したタイプとみなすことができる。この移動類型

は，アメリカでは， 1970年代以降に指摘されるようになった「移動の方向転

換j，iメトロポリタンから非メトロポリタンへj i農村の再発見」といった

新しい移動の流れにうかがわれる22)。北部や東部の都市から温暖な南部への

移動，メトロポリタンから環境のよい通勤可能な非メトロポリタン(スモー

ル・タウンやヴイレツジ)への移動はその代表的な移動でで、ある2均3勾)

ところでで、ピ一タ一センの移動類型に関して，見落されてならない点は，地

域移動が個人の自由意志によってなされうるのかどうかという点である。彼

は，保守的と革新的とを基準にした地域移動の下位タイプをつけ加えている

からである。保守的とは，任意的な自由意志による移動ではない。これに対

して革新的とは，任意的な自由意志による移動である。移動の自由のあり方

が根底的な問題意識に据えられている。このような類型化は，地域移動の類

型設定が，主としてマクロレベルの視点に依拠してなされるのに対して，
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クロレベルの視点に基づく類型化の方向性を示唆するものといえる。という

のも，保守的一革新的の基準は，移動者自身の移動の意志決定のあり方にか

かすっるからである。

地域移動の類型化の視点として，こうしたミクロレベルからの類型化は，

必ずしも卜分ではないが，いくつか見出される。一例をあげると， R.F.ワイ

ズマンと c.c.ローズマンは，高齢者の移動の意志決定過程に注目して， 9つ

の移動タイプを提示している24)。彼らは，ボーグが類別したコミュニティ内

移動 (localmov巴ment)とコミュニティ間移動 (migration)という 2つの移動

タイプに依拠し，これらを移動理由(傍点筆者)に関連づけながら，前者で

は6つのタイプ，後者では 3つのタイプを，それぞれあげている。やや煩雑

になるが以下に一応示しておく。コミュニティ内移動では，①住宅や近隣環

境による郊外移動，②ストレスや建て替え・立ち退きによるイナー・シティ

内移動， ③住宅空間のニーズの多様性によるアパート間移動， ④自治体政

策による移動， ⑤介護の必要性による親族との同居のための移動， ⑤社会

制度・社会機関によるケアのための移動。コミュニティ間移動では，①退職

ないしアメニティ環境を求めての移動， ②出身地への回帰移動， ③介護の

必要性によるケアのための移動である。

R.R.セルは， ワイズマンらと同様に，移動理由に基づき「強制的移動」

「駆り立られた移動Ji好みに左右される移動」の 3つのタイプを示してい

るお)。さらにR.R.セルと G.F.ド・ジョングは，移動者の意志決定過程に着

目するが，ワイズマンらの場合とは異なり，縦断的アプローチを採用して，

同一対象者の三時点における移動計画，移動願望，移動経験について尋ねて

いる。こうして得られた結果を 8つのタイプに集約している問。それらのタ

イプは，①一貫した移動(者)，②移動を望まなかった移動(者)，③移動を

願う非移動(者)， ④移動予定を変更した非移動(者)， @新しい移動願望を

もっ非移動(者)， @定着型の非移動(者)， ⑦駆り立てられる潜在的な移動

予定(者)，③その他である。

このような時系列的な手法の導入による移動タイプの設定は，大変貴重で

あるといわざるをえない。意志決定過程に着目すればする程，こうした時間
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的経過をくみ入れた縦断的なアプローチが必要とされるからである。

以上に例示したミクロレベルの移動タイプの設定は，移動理由に関係づけ

て論じられる傾向がある。その点では個々の移動者に立脚した類型化への 1

つの接近方法を示している。しかし，移動理由は 1っとは限らないし複数関

連し合うことがある。しかも家族や世帯単位の移動になると，成員によって

移動理由が異なることがあるから，移動理由からの類型化にはいっそうの工

夫が必要とされる27)。このような課題を持つものの，従来，地域移動の類型

化といえば，マクロ的・構造的になされることが支配的であったから，こう

した移動理由に基づくミクロ的な視点による類型化の有効性と妥当性は，今

後いっそう関われることになるであろう。ともあれ移動理由は，移動原因を

行動レベルにおいて解明する有力な接近方法である。それはこの理由に，移

動の意志決定の内容が反映すると考えられるからである。地域移動に関する

適応の問題を中心テーマとする本稿のねらいがここにもある。

三地域移動の流れと選択性

アメリカにおける国内移動のレヴューを行なったR.P.ショーは，地域移

動研究の領域として (1)移動の選択性と分化， (2)移動の経済的側面， (3)移

動の空間的側面， (め移動の決定に関する行動的側面， (5)移動の確率， (6)確

率論的モデルの 6点をあげている28)0 (1)と (3)が本節の課題に対応する。

地域移動の流れと選択性に関する論議は，地域移動現象をめぐる考察の中

でもっとも基礎的である。それだけに古くから多くの研究者が取り上げてき

た。地域移動の流れと地域移動の選択性とは，両者が相互に深く関連し合っ

ていることはいうまでもない。しかし地域移動の流れは，文字通り空間軸に

基づくものである。前節「地域移動の類型」において言及した農村間移動，

農村都市間移動，都市間移動，都市内移動，都市農村間移動の各タイプにお

ける移動の方向性がここでし、う地域移動の流れに対応する。

他方，地域移動の選択性とは，移動を移動者と非移動者との質的差異に基

づくものと考える。地域移動の流れが，移動した人のみに着目するのに対し
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て，地域移動の選択性は移動者と非移動者の両者の分化パターンに注目す

る。そのために地域移動の選択性は「選択的移動」といわれたり， I分化的

移動」とも呼ばれる。ピーターソンは移動行動の選択の有意味性を強調し，

c.ゴールドシャイダーは移動する人としない人との分化に力点を置く 29)。両

者に対してボーグは「選択的」と「分化的」とは同義といっている30)。要す

るに，地域移動の流れは移動の方向性における量的パターンの側面を，地域

移動の選択性は移動の量的差異をもたらす質的パターンの側面を論じる。以

下ではこうした両者の違いに注目しつつ，それぞれの主要な傾向にふれてみ

たい。

(1) 地域移動の流れ

地域移動の流れに関する論議は， 19世紀のラーベンシュタインの古典的研

究『移動の法則』に依拠することはくり返すまでもない。 P.A.ソローキン

らが，アメリカの 20世紀初頭において，ラーベンシュタインの「移動の七法

則」のうち第四法則を除いて，他の 6つの法則が妥当することを確認したこ

とも周知のとおりである 31)。

移動の流れに関する理論化は， ドイツの農村都市間移動研究に基づき，い

わゆる「プッシュ・プル」仮説を明確にした R.へアベール，移動先との距

離と介在機会に着目して論じた s.A.スタウブァーや，移動先(都市)のもつ

吸引(重)力の違いを重視した G.K.ジップらによって進展したことはいう

までもない32)。 しかしなんといっても，移動の流れに関する仮説群を鮮明に

したのはリーである。

彼は「移動とは居住地の恒久的ないし半恒久的な変化である」と広く規定

し，この移動過程と移動の決定には出身地域，移動先，介在する障害，そし

てパーソナルな要因の四つが作用するとしている33)。 こうした理論枠を踏ま

えて彼は (A)移動の量， (B)移動の流れ， (c)移動者の諸特徴の 3点につい

て都合 19の仮説を提示している。今，移動の流れに関する仮説群である (A)

(B)について指摘すると次のごとくである。 (A) ①ある一定の地域内での移

動量は，当該地域内の多様性によって異なる。②移動量は人々の多様性によ
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って異なる。③移動量は介在する障害を乗り越えることの困難さの程度に関

係づけられる。 ④移動量は経済の変動によって異なる。⑤移動の量と比率

は，厳しい阻害条件がないと，時と共に増加する傾向にある。@移動の量と

比率は，国あるいは地域の進歩の状態によって異なる。

(B)一①移動は十分に明確にされた流れの枠内で生じる傾向がある。②す

べての主要な移動の流れには，逆の流れが発達する。@移動要因として，移

動先に比して出身地がマイナス要因であるとすれば，移動の有効性は高い。

④出身地と移動先とが類似であるとすれば， 移動の有効性は低い。@介在

する障害が大きければ，移動の有効性は高い。@移動の有効性は経済的条件

一繁栄期には高く，不況期には低いーによって異なる。

上にみたリーの仮説群のうち (A)一⑤@は，第一節「地域移動の意味」に

おいてすでに指摘したごとく，社会発展との関連を示している。仮説群 (B)一

①③④⑤@は，次節「地域移動の意志決定」において改めて取り上げる

「コスト・報酬モデル」を想起させる。ところで， リーの仮説群において注

目される仮説は (B) ②である。この仮説それ自体は，すでにラーベンシュ

タインの「移動の法則j の第三法則と同一である。この仮説にみられる移動

の流れのもつ位置付けは["主要な流れ」に対する「逆の流れ」であって，

どちらかといえばこの「逆の流れ」のウェイトは低い。しかし，アメリカの

地域移動の流れに関して， 1970年代に至って，従来，低いウェイト付けにと

どまった「逆の流れ」が， ["主要な流れ」に逆転するとし、う移動現象が現われ

た。農村都市間移動，都市間移動，都市内移動の流れから，都市農村間移動

の流れへのノミターンが確認されるに至ったからである。

ゼリンスキーの発展段階のひそみにならうと，この事実はVの段階「超先

進社会」における移動の流れに含まれるのではなし、かと思われる。というの

も彼は，このような都市農村間移動の事実を当時確認していないが予測をし

ているからである。発展段階に関する論議は， I~IV の各段階では，農村と

都市，都市聞の地域格差が顕著であることを前提としているのに対して， V

の段階では，そうした格差が縮小してくることを前提としている。国民の 8

割が都市的地域に居住し，高度に産業化した発展段階の社会で、は，距離とい
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う制約をテクノロジーの最大限の活用によって，物理的にはもとより社会

的，経済的そして心理的にも克服する事態の出現があると考える。地域間の

雇用，財，サーヴィス，資源に関する機会の不均衡が軽減し，生活の質の平

準化が進展するからである。 }.W.ウォードウェルはこうした状況を社会的

経済的類似性の増大，社会的経済的変化の収倣と呼んでいる34)。

メトロポリタンから非メトロポリタンへの流れに関するこのような主張に

対して，非メトロポリタンからメトロポリタンへの移動パターンはなくなる

わけで、はないし，ましてや地域間格差が縮小・軽減するといっても，社会発

展の超先進段階において，地域間格差が消え，平準化した生活の質が保証さ

れるわけではないとし寸慎重な見解がある。 F.D.ウィルソンは，先に示した

収紋説の立場を容認しつつも中心」と「周辺」の概念を提示し， なお克

服されるべき課題をもっ地域移動の流れに注目 Lている 35)0 ["超先進社会」

の発展段階における地域移動の流れに関する議論は，今後さらに進展するも

のと思われる。

(2) 地域移動の選択性と分化

地域移動の選択性と分化は， ["移動する人と移動しない人との質的違いは

何かJ，["移動しがちであるのは誰か，またどのような特徴を有するのか」と

いう問し、かけに基づき把握される。従来，集合的データを活用した属性分析

がこの課題にもっとも応えてきた。移動の決定因は何かという直裁なタイト

ルのもとに考察が加えられた。R.P.ショーは，このような決定因に関する

主要な属性として年齢，性，教育，職業，経歴(キャリア)，ライフサイクル，

婚姻上の地位，家族上の地位，住宅の所有形態そしてエスニシティをあげて

し、る36)。

ボーグは，これらの諸属性に関する移動の選択性と分化について， 1950年

代の主要な知見として次の点をあげてL、る37¥ (1) 年齢-10 代後半~30 代は

他の年齢層の人より移動的である。 (2)性一男性は女性より移動的である。

それは，とくに長距離移動や，移動先の条件が困難である時においてであ

る。 (3)教育一移動の比率は教育達成の水準によって異なる。 (4)職業一専門
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的職業の人はもっとも移動的で、ある。 (5)雇用上の地位 失業者は被雇用者

よりも移動的である。 (6)エスニシティ 黒人は白人程移動的ではない。

同じくボーグは， 1960年代の全米の移動の選択性と分化に関する特徴を指

摘しているお)。そこでは，上にみた50年代までの知見がほば同様に確認さ

れているが，婚姻上の地位と収入に関する動向が付加されている。まず婚姻

上の地位について，従来，独身者は既婚者より移動的で、あるといわれてきた

が，必ずしもそうではなし既婚者も独身者と同様に移動的である。収入で

は，高い収入階層の白人世帯主，低い収入階層の非白人世帯主においてもっ

とも移動的であるとしている。

L.ロングによると，年齢と教育による移動の選択性と分化にとくに注目

し， 1965 年~70 年と 1975 年~80 年との二時点の比較を通じて，新たな傾向

を指摘している39)。年齢に関していうと，一般的に若い人が移動的であるが，

70 年代後半では 20 歳代の移動が減少したのに対して， 30 歳~65 歳の移動が

増大したこと。教育でみると，両年次とも大学卒の高学歴者の移動が減少し

たことである。彼はこの理由の 1っとして，高学歴者による共働き家族の増

大が移動を押しとどめているとしている。いま一つ指摘しなければならない

点は，コーボート分析の導入によって従来の属性分析がさらに深められるこ

とになったことである。たとえば，デフレーション期の出生コーホートでは，

高い学歴をもち，経営的専門的職業に従事しえた者が少なくなかったことか

ら州間移動が増大したこと。ベピーブーム期の出生コーホートでは，親世代

の高い移動の後，住宅事情，地価上昇によって移動が押しとどめられるに至

ったことから州間移動は少ないこと，などである。多変量解析による属性分

析の精級化と共に，このようなコーホート分析が付加されることによって，

80年代の移動の選択性と分化に関する考察はいっそう進展するものと思わ

れる。

地域移動の選択性と分化に影響を及ぼす属性としてショウがあげた 10項

目のうち経歴，ライフサイクル，家族上の地位，住宅形態の各項目はこれま

で言及していない。これらは移動する人としない人とを分化する客観的基準

である。しかしこれらの項目は，次節以降において改めて取り上げることに
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し，本節との重複を避けたい。それはライフサイクルが，たんに地域移動の

選択性をもたらす以上に，移動の意志決定のプロセスそれ自体の解明に欠か

すことのできない視点を提供してくれるからである。ライフサイクル(次節

以降では家族発達)は，予測性と計画性という戦略的視点を内包するために，

移動前における移動の意志決定に至るプロセスと移動後の適応のあり方を規

定することが少なくない。 P.H.ロッシーの『何故家族は移動するかj](1955 

年)は， このことを単的に示している向。加えてこのライフサイクルは，経

歴や家族上の地位を含むし，ライフサイクルの周期段階による住居移動及び

住宅形態の変化はよく知られているところである。

四地域移動の意志決定

地域移動の流れと選択性に関する前節の論議は，センサスを活用したマグ

ロレベル，全体社会の構造的レベルの考察を中心とするものであった。この

領域は，集合的データによる地域移動のトレンドを捉えるうえで貢献は大き

い。しかし，たとえマクロ的に，構造的にトレンドが把握されたにしても，

一方において移動する個人，他方において移動しない個人がそれぞれ存在す

る。したがって「何故人は移動するのか，また何故移動しないのか」という

単純な疑問を説くためには，移動行動それ自体の意味を個々人の側に立って

捉えつつ，当該移動行動を説明しなければ卜分とはいえないという視点が成

り立つ41)。地域移動に対するこのような視点は， 1950年代に用意され， 60年

代~70 年代に大きく進展した。

地域移動の意志決定(過程)の考察は，こうした問題意識を真正面に据え

たものである。地域移動に関する説明モデ、ルにおいて，従来，支配的であっ

た「プッシュ・フ。ル」仮説に基づく構造モテ。ルから，意志決定モデ、ルへの発

想転換がなされる。前者は，移動現象をマクロ的な集合的現象とみるのに対

して，後者は個人のノミースベグティヴからみる。意志決定モデ、ルの前提は，

移動は構造的に規定されるものではなくて，個人が選択できるということに

ある。
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このような意志決定モデルで、は，移動の意図，移動の動機(付け)，移動の

決定要因としての経済的要因と非経済的要因との区別，移動の決定者，移動

の決定に影響を及ぼすのは誰か，移動の決定先の選択，移動先に関する情報，

移動に伴うコストと報酬，移動に対する価値と期待，意志決定の段階等が基

本的に問われる。意志決定モデルにおけるこのような基本的な問いかけは，

G.F.ド・ジョングと I-{.W.ガードナー編『移動の意志決定.11(1981年)に収

録された諸論文に詳しし、42)。 この論文集における寄稿者は人口学，経済学，

心理学，社会学，地理学の各分野にわたっており，しかもすべて意志決定に

関する丹念なレヴューを試みている。それだけにリファレンスが50頁余に

及んでおり，主要な関連文献はほぼ網羅されている。そこで本節では，この

編集本を手がかりに，移動の意志決定に関する主要なアプローチとそれぞれ

のアプローチにおける主要なモテ事ルを取り上げることにしたい。なお以下に

おけるモデルという用語は大まかな理論的枠組の意味で用いている。

さて地域移動の意志決定に関して，次の 3つの主要なアプローチを設定す

ることが可能である43)。すなわち (1)社会心理学的アプローチ， (2) ミクロ

経済学的アプローチ， (3)社会学的アプローチである。 これらのアプローチ

は相互に関連しあう部分も少なくないが，やはり個別の視点における質的違

いは明白である。

(1) 社会心理学的アプローチ

そもそも意志決定に関する考察は，従来，心理学においてもっとも研究が

進められてきた領域の 1つである。いうまでもなくここでは，地域移動と

いう移動行動に関する意志決定に限定して重要と考えられる論点を指摘し

しておきたい。

①意志決定の動機(付けloG. F.ド・ジョングと J.T.フォーセットは，

先行研究に基づき，移動の意志決定に関する主要な動機を6つのカテゴリー

に集約している44)。 これらの動機が意志決定と肯定的ないし否定的な関係に

あるのか否か，さらにこうした動機の強弱を先進国と開発途上国の 2つのタ

イプ，移動者の諸属性のそれぞれに関係づけている。動機のカテゴリーとし
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てあげられた経済的，社会移動・社会的地位，居住上の満足，コミュニティ

との紐帯，家族や友人との関係を保持するため，ライフスタイルの選好を獲

得するためといった諸動機は，すべての移動タイプにとって重要で、ある。

これらの動機には，先進国と開発途上国との比較論的視点が含まれている

と共に，移動者の客観的な諸属性に関する移動の選択性の視点が盛り込まれ

ている。加えて動機の類別化に基づく移動の意志決定パターンへの方向性

が，平易ではあるが簡潔に言及されている。こうしたことから，彼らの所説

は意志決定過程における動機モデ、ルの 1つとみなすことができる。すでに第

二節で言及した地域移動のタイポロジーを，動機モデルに関連づけて捉え直

す視点が彼らの所説にうかがわれるように思われる。

②意志決定の段階。地域移動の意志決定過程が動機によって基礎づけら

れ，最終的に移動を選択するに至る過程には，どのような段階が考えられる

のであろうか。 G.ハパコーンは， 1.ジェニスと L マンの『意志決定JI(1977 

年)において提示された意志決定の 5段階モデルを踏襲L， この各段階にそ

れぞれ2，，-，4の社会心理学的変数を対応させている45)0 5段階を示すと，ステ

ージ 1r(移動への)挑戦を評価するJ， ステージ 2r選択肢を捜すJ， ステー

ジ3r選択肢を比較考量するJ，ステージ 4r(地域移動への)コミットメント

を熟考するJ，ステージ 5r否定的なフィードパックにもかかわらず(意志決

定)に固執するJ(括弧内は筆者)である。意志決定はいうまでもなくプロセ

スであるから，このような段階を程度の差こそあれ経るものと思われる。し

かしこのような段階設定は，それ自体において論じられるのではなくて，先

にふれた動機に結びつけられたり，移動の意志決定の結果に対する見通しに

関係づけられることによって，その実質的な意味があると考えられる。この

ような方向性を意志決定の段階モデルは示唆している46)。

③価値一期待モデル。 ド・ジョングとフォーセットによると，意志決定の

過程は，価値や目標に対する期待とそれらの結果に対する予測とを含む過程

として位置づけられる。 r移動は 1つの手段的行動である。意志決定は一定

の目標を達成する際に含まれる諸要因の主観的，予想的な考量を含むような

『認知的計算』に基礎づけられるJ47)。この規定は MI=L: V1Eiと表示される。
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Vは結果の価値， Eは願望される結果へと導くような移動に対する期待であ

る。 MIは移動意図の強さであって，価値期待の産物の合計の泊数である。

ところで，この価値 期待モデ、ルで、は， 7つの一般的価値・目標が示され，

それぞれについて4つの指標が設定されている。 7つの価値・目標を示すと，

宮・地位・快適さ・刺激・自律性・人やコミュニティとの密接な関係・道徳

性である。このような価値・目標を個人，集団(家族・世帯)，社会の各レベ

ルにおける客観的・主観的要因，情報，そして不確定の撹乱要因に関係づけ

て移動の意志決定モデルが設定される48)。この価値一期休モデ、ルは，先に言

及した，①意志決定の動機モデルにおける諸動機を 1つの価値として位置づ

け，さらに②意志決定の段階モデルを全体的な移動過程の一環として組み入

れている点に特徴がある。

このような価値 期待モデソレに基づく移動の意志決定の論議は， ミクロレ

ベルの移動行動を本来的に捉えようとするが，全体社会のマクロな構造レベ

ルを等閑視することはできない。彼らのモテ、ルはそのことを示している。こ

うしたことは，地域移動の意志決定に関して，マクロレベルとミクロレベル

との接合を図ろうとする主張にもうかがわれる叫)。 ミクロ経済学的アプロー

チはこのような視点に深くかかわる。

(2) ミクロ経済学的アプローチ

いうまでもなく，地域移動に関する経済学的研究の貢献は大きい。ショー

は，経済学的な地域移動研究の分野を次の4つに分類している50)0 @出身地

と移動先の経済的適応に対する移動の影響，⑥労働力の効果的な配置，@プ

ッシュ・ブ。ル要因と労働力移動，④労働力移動に対する報酬で、ある。これら

の研究に通底する基本的命題は，人は経済的に合理的であり，経済的に効率

の最大化を図るものであるということ，加えて地域と人口における資源配置

の最適化を求めることにある51)。 この点はJ.ダヴァンゾのいうように r移

動は生活を改善するための重要な方法の 1つであり，ジョブ・マーケットに

おける均衡のための 1つの力，地理的な賃金格差是正のために働く 1つの均

衡化のメカニズムである」という，経済学的な地域移動の機能主義的規定に
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みることができる52)。

けれどもすでに指摘したごとく， 1970年代に至り，大都市からスモール・

タウンへ，メトロポリタンから非メトロポリタンへ，そして回帰移動といっ

た新しい移動タイプが増大するのに伴い，優位な経済的機会を有する地域

から劣位の経済的機会を有する地域への移動ノミターンの説明が必要となっ

た53)。従来のマグロ経済学は，経済的機会における劣位の地域から優位の地

域への移動をもっとも得意に取り扱ってきたからである。いま一つ，従来の

経済学的アプローチは，あまりにも経済的側面に傾注するあまり，移動現象

における非済的要因の軽視がみられ，これに対する反省が問われることにな

った。こうして集合的なセンサス・データに依拠したマクロ経済学的アプロ

ーチから，個人の移動行動に即したアプローチへの指向が進展した。経験的

データに基づくミクロ経済学的アプローチの導入である。ここではコスト・

報酬モテ、ル，情報モテ、ル，人的資本モテ、ルを取り上げ， ミクロ経済学的アプ

ローチにおける地域移動の意志決定に言及してみよう。

①コスト・報酬モテ、ル。このモデルによると，当該人口(集団)が移動に伴

うコストと報酬とを計算すると共に，そのコストを差し引きなおかつ期待さ

れた高い有効水準が達成される場合，移動の意志決定がなされるとする。し

たがって，移動に伴うコスト(拘束セット)と報酬(有効で適切な機会セッ

ト)とはそれぞれ何か。またそれらは相互にどのように関連するかが問われ

る。たとえば，ボーグはコスト・報酬マトリッグスを作成している。移動する

か否かの意志決定をプッシュ・プルの諸要因に関係づけながら，移動に伴う

コストとして 16項目，報酬に関して 15項目をそれぞれあげている 54)，55)。各

項目は，移動者(あるいは移動予定者)個人の目からみた場合の想定される

項目であって，それらは具体的であり，しかも一見単なる羅列のようではあ

るが，それでいてプ y シュ・フ。ルの構造モデ、ルを取り込んで設定されてい

る。明快であり説得性がある。

しかしリストされた諸項目は，客観化が比較的容易な項目に限定されてい

るために，主観的な内容の項目が制約されている。これらの内容をどのよう

に盛り込むかは課題であると思われる。とくにコストと報酬を一時点に限定
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しないで，比較的長い期間で捉えようとする場合には，事態はいっそう厄介

である。

②情報モデル。 E.ノイパーは，経済システムと移動問題とのあらゆる構成

要素の 1っとして情報を位置づけ，それを「情報構造」と呼んでいる問。 コ

スト・報酬モデルで、は，コストと報酬におけるそれぞれの 1項目として情報

が位置づけられるが，情報モデルで、は，より積極的にコスト・報酬を規定す

る位置を情報に与える。移動の意志決定に際して，移動先に対する不確かな

情報は移動予定者にリスクをもたらし，コストを高め報酬を低めるからであ

る。確実で十分な情報はよりよい決定に導く。とくに情報の確実性は，移動

距離が短い場合高いといわれている。しかし，移動距離と情報の確実性との

関係に劣らず重要であるのは，情報の源泉，情報の伝達者である。開発途上

国からの知見に示唆されることが多いが，これによると情報の媒介は他出し

た家族成員・親族・同郷の友人・知人で、あることが多い57)。

このような情報の伝達者は，熟知した間柄によるパーソナル・ネットワー

クを形成することから，情報に信用と信頼性が加わる。しかもこのようなネ

ットワークは，改めて次節で取り上げるように，単なる情報ネットワークに

とどまらず，移動者に対して物神両面にわたる援助提供者の役割を果たすこ

とが少なくない。つまり情報ネットワークと援助ネットワークとが重なる向。

したがって，情報モデルにおける「最適情報による最適の探求J59)は，パーソ

ナルネットワークの存在形態いかんによるところが大きいといえる。

③人的資本モデル。アメリカ経済学会会長就任演説をもとにした T.シュ

ルツの著名な論文『人的資本における投資~ (1961年)によって触発された人

的資本論によると，地域移動は次のように捉えられる60)0 r移動とは 1つの

投資であり，将来における報酬という希望のもとで，現在，コストを必然的に

伴うような活動であるJ6九この規定は，ミクロ経済学的アプローチにおける

「人は移動することによってよりよくなるという期待のもとで移動する」と

いう基本的前提に依拠していることはいうまでもない62)。

移動をコストと報酬において捉える点では，人的資本モデルはコスド・報

酬モデルと同様で、ある。しかし人的資本モデルで、は，移動による報酬は，時
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聞の経過において生じるとし、う時間の要素を積極的に組み入れた点に特徴が

ある。したがって，たとえ一時点においてコストが高い場合でも，将来的に

報酬がコストを上回ることが期待される時，移動の決定がなされる。この場

合のコストは，将来の報酬のための投資として位置づけられる。

このような人的資本モデルにたって，ダヴァンゾは，経済的動機づけはも

とより非経済的動機づけを含んだ枠組みを提示しつつ，精選された347家族

を対象に，移動行動の縦断的分析を個人レベル及び世帯(家族)一夫と妻の双

方に闘する レベルの両者において試みた。彼女の『何故家族は移動するか』

(1976年)は，この領域のもっともすぐれた研究であると思われる63)。コス

ト・報酬モデルにおける差引き計算の困難性が，ダヴァンゾの研究では，縦

断的分析の導入によって 1つ克服され，しかもそれぞれ個人レベルと集団レ

ベルの両者において分析されているからである。

(3) 社会学的アプローチ

地域移動の意志決定に関する社会学的研究は，これまで言及してきた他の

2つのアプローチとは呉なり，地域移動の意志決定が家族(世帯)，地域社会

の各レベルにおける結合と分離，統合と分化の諸過程にいかにかかわってい

るかを基本的課題とする。移動の意志決定が個人のパースペクティヴに立っ

て把握されるにしても、当該の決定行為者や決定行為の背景として他の家族

成員，親族成員そして地域社会がいかに介在し，意志決定にどのような影響

を及ぼしているかが間われる。これは「コンテキスト・モデル」の考え方で

ある64)。 ここではこのような社会学的アプローチの主要な内容をなすものと

して家族・親族結合モデル，家族発達モテ、ル，地域結合モデルを取り上げて

みよう。

①家族・親族結合モデ、ル。このモデ、ルは，家族結合・親族結合の強弱が，

地域移動の意志決定を抑制(阻止)するか，それとも促進するかを問うもの

である。これには相反する 2つの立場がある。一方は，結合が強い場合，家

族結合・親族結合が地域移動を押しとどめる抑制(阻止)機能を有すると考

える。 P.N.リチェイのいう「アフィニティ(親和性)J仮説である65)。この主
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張は， 核家族孤立化論争を生みだすことになった T.パーソンズの『アメリ

カ合衆国における親族システム~ (1943年)においてすでにみられるところで

ある66)。そこでは産業社会の機能的要件として，核家族の親族システムから

の構造的分離が指摘された。そしてこの核家族が移動の単位として，産業社

会に適合的であると考えられた。家族成員や親族成員聞の結合が強いと，自

由な移動による成功・地位達成とし、う願望が制約されるという前提があるか

らである。強い家族結合・親族結合を有するファミリズムは，産業社会の目

的合理性，効率，競争といった諸原理に相即しにくいと考える67)。

これに対して他の一つは，逆に，強い家族結合や親族結合は，地域移動の意

志決定を促進する機能を有するとし、う見解である日)。他出先における家族・

親族成員が残存する他の成員を呼び寄せる引金の役割を担うからである。こ

うした主張は，都市家族における家族聞の頻繁な接触と各種の援助パターン

の存在の解明， E.リトワクの「修正拡大家族」説等によるパーソンズの「核

家族孤立化」論批判に関連して展開されてきた69)。

このような移動促進機能説に立つと，強い家族結合・親族結合は産業社会

の要件に必ずしも抵触しないことになる。 ミクロ経済学的アプローチでみた

情報モデ、ルにおける情報ネットワークは，こうした家族結合・親族結合による

ミーソナル・ネットワークであることが多い。R.F.ワイズマンらが移動のタ

イポロジーの 1っとして位置づけている「親族移動 (kinshipmigration)Jは，

この促進仮説にあてはまる70)0 r連鎖移動 (chainmigration)Jも同様に理解さ

れる。

以上の論議は機能論的な立論であるが，コンテキスト・モデ、ルとしての家

族・親族結合モデ》には，家族構造や親族構造それ自体のもつ規制が地域移

動の意志決定を規定するとし、う主張が，いま一つある。農村家族にみる相続

制の存在形態と地域移動の意志決定との関係はその好例である71)。相続者は

とどまり非相続者は移動する。このような移動の意志決定は家族・親族結合

モデルの構造論的な立論に基づく。

②家族発達モデル。前節「地域移動の選択性と分イじ」において，家族周期

(ライフサイクル)は移動の規定要因の 1つとされた。その場合，地域移動が
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単にライフサイクルのどの周期段階において成立する傾向にあるのかが一般

的に問題とされる。しかしここでいう家族発達モデ、ルの場合，家族成員の増

加期，子供の成長期，子供の就学・就業・結婚の各時期，そしてこれらのイ

ベントに伴う子供の離家期といった家族発達の各段階における願望・欲求・

アスピレーション，そしてこれらの達成可能な将来的予測性と計画性とが，

意志決定にどのように影響するのかという点に積極的な意味を求めることが

できる。家族発達の段階にはそれぞれの解決すべき課題があり，その 1つに

具体的な計画性と予測性とをもっ住居移動が含まれるからである 72)。

このような家族発達の特定段階と移動の意志決定について，最近時におい

てとくに注目されるのは高齢者の移動である。しかもその移動は，都市内の

移動ではなくて，長距離の国内移動に関する問題である73)。 ワイズマンは，

高齢者の国内移動の意志決定の要因として，社会的経済的地位，住宅の所有

形態，健康状態，生活の危機，生活のコスト，住宅や近隣についての不満，

親族や友人との関係，社会的及びコミュニティへの参加，アメニティの 9点

をあげている 74)。 これらの諸要因のうち健康状態，アメニティ，親族(とく

に既婚子)や友人との関係に注目し，長距離移動のタイプとして「アメニテ

ィ(快適さを求める)移動J，r援助(を求める)移動J，r(熟知した親戚・友人

を求める)回帰移動」を設定し，成熟社会における高齢者の特徴的な移動パ

ターンを提示している。 80年代の高齢化社会における移動に関して，文字通

り高齢者の地域移動の意志決定に関心が寄せられている。

③地域結合モテ、ル。地域結合モデルとは，地域移動の意志決定に対して地

域社会が促進的に作用するのか否かを問うものである。これには 2つの側面

がある。 1つは，当該地域社会の構造的機能的側面であり，他は地域社会の

もつ規範，地域社会に対するアタッチメント(愛着)の側面である。前者は，地

域社会のもつ雇用の機会，社会的諸施設・諸機関が当該地域住民のニーズ，ア

スピレーションにいかに応えうるかを意味している。地域社会が住民のもつ

雇用，サーヴィスのニーズを充足しない場合，住民は移動の意志決定をする。

地域社会の資源が不充分な場合，住民の不満，ストレスは増大するからであ

る。このような不満・ストレスの解決の手段として地域移動が位置づけられ
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る。「場所の有効性」が低いと移動が増大することになる75)。このような地

域は代表的には「慢性的不況地域J，r貧困地域」といわれるものであって，

地域問題そして内政の重要課題の 1つとされる76)。 これに対して，当該地域

における雇用やサーヴィスの機会が充分で、あれば，移動の意志決定はとどめ

られる。

いま一つ，地域社会のもつ規範，地域社会に対するアタッチメントは，家

族や親族の成員，友人・知人といったパーソナル・ネットワークの存在，長

期の居住による定住意識，地域への満足感等に基づくものであって，これら

が地域移動の意志決定を押しとどめる77)。 この点は家族・親族結合モデ、ルに

おいてすでに一部ふれたところである。地域社会におけるパーソナル・ネッ

トワークの欠如，定住意識の稀薄さが移動を促進するものと考えられる。

以上，地域移動の意志決定に関する主要なアプローチと各アプローチにお

けるいくつかの理論的モデ、ルについて言及した。こうした論議では，意志決

定が主として個人の任意的な自由意志によるものであるという暗黙の前提が

ある。しかし他方で，意志決定が個人の意志とは裏腹に強制されたり駆り立

てられることによって成立する場合がある。そのような移動の意志決定は，

社会計画・地域計画の一環として講じられる政治と政策によるところが大き

い。したがって，これまでのアプローチに，非任意的な意志決定に関連する計

画論的アプローチないし政策論的アプローチが加えられなければならない。

開発途上国の地域移動現象は，こうしたアプローチを抜きにして捉えること

ができないからである78)。こうしたアプローチを踏まえた研究は，今後いっ

そう増大するものと思われるし，このアプローチは本節で取り上げた他のア

プローチを規定する側面があると考えられるから，改めて別稿による考察が

必要である。

五地域移動に伴う適応

地域移動に伴う適応の問題は，移動の原因より移動の結果に注目し立論さ

れる。この領域は，移動にかかわる重要な研究領域の 1つであるにもかかわ
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らず，第三節，第四節において言及した領域に比べて研-究の蓄積が少ない。

散見する研究のうち，本節では農村都市間移動における適応研究に注目した

い。地域移動に伴う適応のもつ意味は，農村都市間移動と都市聞ないし都市

内移動とでは質的に異なると思われるし，後者の移動は前者の時間的経過の

結果であることが多いと考えられるからである。このように限定した適応研

究は，およそ次の 5つの側面からのアプローチにまとめることができる。す

なわち (1)心理的側面， (2)職業ないし階層の側面， (3)社会関係の側面，同

社会参加ないし社会統合の側面， (5)文化的側面である。これらの各側面は

相互に関連し合うことはいうまでもない。しかし各側面において，地域移動

に伴う適応の捉え方に違いがあることも確かである。

(1) 心理的側面

移動前における欲求，願望が移動後に充足された場合，また移動者のもつ

不安，緊張，葛藤が移動後軽減したり解消したりする場合，これをもって適

応とみなす。この適応の状態は，アスピレーションや成功の達成，満足や幸

福の度合いによって把握される。他方，地域移動の結果，悩みが増大し，移

動先で、疎外感をいだいたりアノミー状態を引きおこす場合，また移動前の出

身地に対するノスタルジアが強い場合は，不適応の状態とみなされる79)。

こうした心理的側面における適応・不適応は，移動者の出身階層，職業，

収入，教育，エスニシティ，宗教，性，年齢，婚姻上の地位，ライフサイク

ル，居住年数，過去の移動経験といった諸変数との関連において一般的に分

析される。適応の心理的側面は，確かに移動者のもつこのような属性によっ

て明らかにされることが多い。しかLこの適応の側面は，移動者が取り結ぶ

社会関係とそのネットワーク，社会活動への参加といった行動に関係づけら

れることによっていっそう説得的になるし，実質的な意味が増大する。

(2) 職業ないし階層の側Hii

これは社会学的な適応のアプローチとして比較的初期の研究から用いられ

てきている。たとえば，すでに 1940年代に， H.W.ピアーと C.へフセンは収
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入，住宅の所有形態，学歴，職業の世代間移動及び世代内移動を地域移動に

関係づけ，農村出身者の家族は，そうでない家族に比べて都市社会への適応

が低いとしている回)。 より一般的には，地域移動に伴い，職業や高い学歴が

獲得されたり，収入が増大する場合，移動先への適応がより高いとされ，逆

の場合は適応が低いとされる。

職業，収入，学歴，住宅の所有形態は，いうまでもなく社会階層の要素の

うちで、獲得的・達成的である。それだけにこうした要素が地域移動によって

獲得され達成されればされる程，適応が進展したものと受けとめられる。ア

メリカ的信条によるミドル・クラスへの地位達成，アメリカン・ドリームと

される成功と豊かな生活の実現は，移動に伴う適応の重要な内容をなしてい

る81)。都市への移動後の時間的経過に伴う地位上昇，社会移動の上昇は，都

心地区から輝ける郊外地域への都市内移動に反映する82)0 G.B.ピーターセ

ンとL.M.シャープらのオハイオ州クリーブランドにおける都市内移動の研

究は，ソローキンのいう垂直的移動と水平的移動とが対応することを見事に

示しているお)。

(3) 社会関係の側面

地域移動の方向性，流れには「一定のノレートJ，I踏み慣らされた道」があ

るといわれる向。 これは2つのことを合意している。 1つに前節の家族・親

族結合モデルに言及したごとく，移動先にすでに存在する他出家族成員，親

族，同郷の友人・知人を通じて移動前に当該地の情報を獲得したり，移動に

際して彼らから住宅や仕事の世話を受けることによって，移動に伴うリスク

を最小限にとどめることから，後続の地域移動が展開すること，また展開し

やすいことを意味する。 2つは，第一次的関係がこのような地域移動の促進

機能を果たすことにとどまらず，移動後の新しい社会への適応を促進する機

能をも果たすことを意味している。第一次的関係の中でも親族関係がこうし

た機能を担うことが多い向。社会関係の側面からするこのような適応の問題

は，L.ワースのアーパニズム論批判として位置づけられる o.ルイスの所説

においてもっとも早く見出される向。
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しかし他方で，都市移住者の場合，移住後も出身地における残存する家族

成員や親族との結合が強いことから，移動先社会への統合，新しい地域社会

への参加が阻害され，移住者に対する第一次的関係の適応抑制u(阻止)機能

が指摘される87)。 このような社会関係の側面における，第一次的関係の適応

促進機能と適応阻止機能とは，コインの表裏をなしている。けれども移動の

時間的経過に照らして，第一次的関係の機能のあり方に注目すると，移動後

の比較的早い時点では，適応促進機能が，そして時間的経過が進んだ時点で

は適応抑制(阻止)機能がそれぞれ強調されているようである向。 この点に

関して注目しなければならないことは，移動者が移動後の時間経過に伴い援

助・相談を求め問題解決を図ろうとする時，第一次的関係に対する第二次的

関係の機能的補莞ないし機能的代替の問題である。こうした事態が移動者の

生活においてもつ意味，また生活の中でそれがどのように展開しているか

は，適応の実質的内容を示しているように思われるからである向。

(4) 社会参加ないし社会統合の側面

ここでいう社会参加とは，任意集団への加入，社会的諸制度とのかかわり

をし、う。このような意味での社会参加が多い程，適応の状態とみなされる。

アメリカ社会における社会統合は，このような参加を通じて図られるという

前提がある。もとより任意集団と社会制度とは，このように裁然、と必ずしも

区別しえないものかも戸しれない。たとえば，前者について，等しく任意集団

といっても手段的な任意集団(経済的，政治的，軍事的等々の集団)と表出

的な任意集団(教育的，宗教的， リクリエーション的，健康及び福祉的等々

の集団)とに類別されることがあり，手段的な任意集団は社会制度として制

度化される側面が強し、からである90)。 ともあれここでの視点は，社会参加の

仕方，参加の多寡によって，地域移動に伴う適応のあり方を捉えることにあ

る。従来，社会参加は，社会的経済的地位(職業，学歴，収入，住宅の所有

形態，エスニシティ，宗教)，性，年齢，婚姻上の地位，家族周期といった諸

属性との関連において論じられることが多い91)。 しかし，地域移動のタイプ

や移動の経験，居住年数を任意集団への加入，社会諸制度に関係づけなが
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ら，移動後の適応について考察する研究は少ない。

そうした傾向の中で，B.G.ジンマーは「地域移動は都市社会への適応を弱

める。ただしそれは，来住時の初期の段階である」ということを社会参加の

側面より明らかにした均。また中西部及び北部の諸都市におけるアパラチア

地域出身のプア・ホワイトと呼ばれる人たちに関する研究は，都市移住者の

任意集団への加入，社会諸制度へのかかわりが少なし都市社会への統合が

不十分であることを報告している93)。

(5) 文化的側面

適応を文化的側面において捉えることは，R.K.マ一トンの5つの適応様式

の類型論にみるように，またアメリカにおける進歩と成功の価値指向，さら

にこうした価値の社会化過程における内在化の問題としてアメリカ社会学の

メーン・テーマに深くかかわる問。移民によって成り立つアメリカ社会の文

化構造は，適応の問題にあるからである。しかし国内の地域移動に関して

は，文化的側面よりみる移動者の適応の問題は，一般的に取り上げられるこ

とが少ない。ところが，中西部及び北部の諸都市における南部出身者，とく

にアパラチア地域出身のプア・ホワイトと呼ばれる人たちについては，すで

に1950年代に，地域移動に伴う適応の問題が文化的側面において提起さ

れた。

たとえば， シカゴにおけるプア・ホワイトを取り扱ったL.H.キリアン，

シンシナテイにおけるアパラチア地域出身者を考察した R.ギフィンらの研

究は，アパラチア地域出身者が，自らの出身地域において培った行動様式，

態度，規範，価値指向といった文化的諸側面が，移動先の新しい地域社会へ

の適応を妨げる要因になっていることを指摘している向。都市におけるアノミ

ラチア地域出身者の文化的側面をめぐって，移動先社会への適応抑制(阻止)

的機能を指摘する見解は少なくない向。 しかも移動先の特定地域にアパラチ

ア出身者が集住する場合，このような文化的側面が「ヒルビリー」とか「ヒ

ルビリーゲットー」として侮蔑的に指称されることにつながっている。

しかし他方， H. K.シュワートウエラーらは，アノミラチア地域出身者のもつ
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伝統的な強い家族結合，親族結合が地域移動を促進L，都市と出身地とのパ

イプ役になると共に，者1)市移動に際してラ都市適応のクッションないしバ γ

ファーの役割を有するとしている。しかもそうした結合は，就業と職業生活

という産業社会の職業構造になんら抵触するものではないとし，アパラチア

地域の下位文化による都市移動者の適応抑制(阻止)機能説を批判してい

る97)。可視的なエスニッグの移民と可視的でないエスニックの移動者とでは，

新しい移動先での適応には差があり，前者に比べて後者ははるかに適応が容

易であるという， H.M.ショルディンの指摘は，上の見解に通じるものが

ある98)。

けれども， W.W.フィリパーと c.B.マツコイらの『不可視的マイノリテ

ィ_1199)(1981年)としてのアパラチアンの捉え方に関連して，フィリバーは，

都市移住したアパラチア出身者の場合，文化的側面での不適応が世代的に継

承・再生産され，しかも社会移動の世代間移動が，黒人に比べて必ずしも開

放的ではないとし、う社会構造上の側面に注目し相対的地位剥奪」の問題

を提示している100)。地域移動に伴う文化的適応は，顕在的であるよりむしろ

潜在化しがちであるから，アパラチア地域出身者にみるように，適応をめぐ

る側面のうちで解明が厄介な内容になっているように思われる。

以上みてきた移動に伴う適応に関して 2つの課題を指摘しておこう。第

1に，適応の分析単位の問題である。適応を個人レベル，家族ないし世帯レ

ベル，地域レベルのいずれにおいて捉えるのかという課題が存する。個人レ

ベルで、は適応とみなされても，集団レベルで、は不適応と判断される場合があ

る。その逆も成り立つ。従来，地域移動に伴う適応といえば，個人を分析単

位とする場合が支配的である。しかし地域移動の単位について 8割以上が佐

帯主の移動に伴う家族単位であるとしヴ指摘からすると 101)，個人レベルに加

えて集団レベルを含む適応の解明がいっそう必要である。

地域レベルの適応は，一見唐突な感じがしなくはないが，移動先及び出身

地域が移動によって当該地域のもつ問題が解決されるような場合，地域レベ

ルの適応とみなすことができる。地域移動によって送出地の過剰人口が解消

されたり，受け入れ地の労働需要が達成されるような場合がそれである。こ
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のような地域レベルで・の適応は，個人や集団レベルとは基本的に質的次元が

異なるから，移動の意志決定において指摘したのと同様に，地域計画や社会

計画に関連して別途論じられるべきであろう。

第2に，移動前，移動後，とくに移動後現在(調査時)に及ぶタイムスパ

ンにおける適応過程の解明の問題である。いうまでもなく，適応は過程であ

り，しかも相対的であるから，時間的経過を踏まえた考察が要求される。に

もかかわらず，従来，一時点における適応研究がなされがちである向。この

点、に関して興味深いのは， 比較的早い時期に， R.C.ハンソンと O.G.シモ

ンズは，都市移住者の移動後の時間的経過に伴う適応過程を把握するため

に， I役割行路 rolepathJ とし、う新しい概念を提示していることである 103)。

彼らの視点は， 1970年代に論議されるに至ったライフコースの視点に通じる

ものがある 10句。 また G.J.ヒユーゴによれば「最近時の主要な方法論的革新

の1つは生活史マトリッグス法である」と言っている105)。この手法は，移動

過程を当該移動者の経歴の側面から再構成しようとするものである。これは

生活史法の 1つとみなされるものであって，地域移動研究に適用されること

の必要性が強調されている。

これらの問題提起から適応過程の捉え直しを図ることは，社会学的考察に

とって重要である。このためには，何よりも縦断的手法によるデータ収集が

必要である。ボーグはすでに60年代に縦断的データの重要性を指摘してい

る106)。すでに取り上げたダヴァンゾは，執搬にこの種のデータ収集の必要性

を強調している107)。けれども，縦断的データ収集には，絶対的な時間とエネ

ルギーが要求される。また縦断的手法の代替的な回顧的手法は，インテンシ

ヴに情報を得ることができるが，当該移動者の過去の記憶に頼ることから暖

昧さを伴うことがある。このような課題があるとはいえ，一時点に依拠して

適応を論じることは表層的になりがちである。この点を補うためにも，タイ

ムスパンを組み入れた理論的な枠組みとそれに基づく検証が必要である。
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むすびにかえて

地域移動研究における主要なテーマとして，地域移動に関する適応の問題

を主に取り上げた。本稿では，この適応の問題を「移動の原因」と「移動の

結果」のいずれに着目するかによって， r移動の意志決定」と「移動に伴う

適応」とに分けて整理してみた。官頭の断りと限定とを最大の口実にしたと

はいえ，言及しえなかった側面や残された課題が少なくない。これらについ

ては次の 2つの方向で他日補うことにしたい。

一つは，地域移動の類型で示した農村都市間移動，都市間移動，都市内移

動，都市農村間移動といったタイプ毎に地域移動論を再構成し直すこと。こ

れらのタイプのうち，後者の 3つは，もっぱら先進国の研究成果によって組

み立てうるが，農村都市間移動は開発途上国に関する研究成果を組み入れた

考察が是非とも必要である。こうした再構成において各移動タイプによる

特定化した社会学的な個別のテーマ設定がいっそう鮮明になるものと思わ

れる。

二つは，第 1の方向性に関連するし，これをさらに深化させるために，ま

た本稿の考察を活用するためにも，わが国の経験的データの収集とその結果

の分析が必要で、ある。周知のごとく， 1950年代後半から 70年代前半は高度

経済成長期である。この期に民族大移動とでも形容しうる程に多くの人が，

農山漁村から都市移動した。このような都市移動者の出身地に関して， 1960 

年代中頃以降論議されるに至ったいわゆる過疎論のはなぱなしさに比べる

と，移動者の移動後の適応については，縦断的ないし回顧的手法に依拠した

データは言うに及ばず，一時点でのデータ収集による考察さえもあまりにも

なされていない。

高度経済成長期の都市移動者は，わが国の急激な産業化・都市化の体現者

である。都市間移動・都市内移動の主要な担い手はこうした移動者によると

ころが大きい。彼らの移動行動の再構成は， A.インケルスや C.ゴールドシ

ャイダーらの視点にみるように， 日本の近代化を個人レベルにおいて把握す
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る一つの有力な手がかりを与えてくれるものと思われる108)。彼らは彼らの次

世代，つまり都市二世とは価値意識，行動様式に違いがあるであろう。彼ら

はすでに中・高年世代に達している。出身地に老親を残す移動者が少なくな

い。データ収集は急がれなければならない。
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